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加東市 令和３年度決算概要 

□ 令和３年度一般会計の決算額は、歳入が２６４億３千万円（対前年度比１４億

７千万円増）、歳出が２５８億円（対前年度比１５億３千万円増）となり、歳入・

歳出ともに過去最大となった。 

  また、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支は、

５億７千万円の黒字となった。 

□ 歳入決算額は、市税や特別定額給付金給付事業に係る国庫支出金が減となった

ものの、地方交付税や小中一貫校整備に係る国庫支出金及び地方債の増などによ

り、前年度と比べて増額となった。また、ふるさと納税による寄附金も大きく増

となったことなどから、前年度に引き続き財政調整基金からの取崩しは行わなか

った。 

□ 市税の決算額は、６７億６千万円となり、前年度と比べて１億１千万円の減額

となった。 

税目別では、個人所得の減により個人市民税が前年度と比べて５千万円の減額

となり、固定資産税が新型コロナウイルス感染症の影響に伴う中小企業者等の特

例措置による減などにより前年度より８千万円の減額となった。 

□ 歳出決算額は、特別定額給付金事業の減により補助費等は３５億７千万円の減

額となったものの、東条地域小中一貫校整備事業、社地域小中一貫校整備事業の

実施により普通建設事業費が４０億円の増額となったことに加え、新型コロナウ

イルス感染症対策の実施などにより、総額では前年度と比べて増額となった。 

□ 財政力の弾力性を示す経常収支比率は、公債費の増などにより分子である経常

経費充当一般財源が増額となったものの、地方消費税交付金や地方交付税の増に

より分母である経常一般財源等も増額となったことから、前年度に比べて３．８

ポイント減の８４．８％となった。 

□ 地方債現在高は、一般会計で年度末残高が２３７億円となり、前年度末に比べ

て１９億２千万円の増となった。全会計の年度末残高は、企業会計が前年度末に

比べて５億円減の１１１億１千万円となったため、前年度末に比べて１４億２千
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万円増の３４８億１千万円となった。合併（平成１８年度）以来、１６年間で残

高は１５３億８千万円の減となっている。

 地方債の借入れに当たっては、交付税措置のある有利な地方債の活用に努め、

実質的な地方債残高は、全会計で１０４億４千万円（一般会計４４億９千万円、

一般会計を除く他会計５９億５千万円）となる。 

□ 基金現在高は、一般会計で３億２千万円増加し、年度末残高が１４５億４千万

円となった。その他の特別会計等を含めた基金残高は、１５３億３千万円となり、

合併（平成１８年３月）以来、１６年間で１０２億６千万円を積み立てた。 

□ 令和３年度の主な事業として、新型コロナウイルス感染症対策事業を除き、東

条地域小中一貫校整備事業（４３億円）や、カセ池造成工事や施設解体工事に着

手した社地域小中一貫校整備事業（２億２千万円）、実施設計及び整備工事に着手

したバスターミナル整備事業（７千万円）、旧滝見橋を撤去し滝見橋架替工事が完

了した上滝野新町線ほか整備事業（４億８千万円）、就学前までの児童を扶養する

世帯に年額３万円を交付した子育てスマイル交付金事業（６千万円）を実施した。 

新規事業では、対象世帯に毎月子育て用品を宅配し、子育てに関する悩みや不

安の聞き取り及び子育てに関する情報提供を行った子育て見守り支援事業（２千

万円）や、社会体育施設の長寿命化調査事業（２千万円）などを実施した。 

また、ふるさと納税推進事業（５億９千万円）は、新たな返礼品の追加などに

より前年度に比べて寄附いただいた金額が２億７千万円の増、件数が６千件の増

となった。 

□ 財政健全化判断比率の「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」は、一般会計、

また特別会計、企業会計を連結した場合の実質収支が黒字であるため、共に算定

されない。 

□ 財政健全化判断比率の｢実質公債費比率｣は、地方債の元利償還金額の増などに

より、単年度で増となり、令和元年度から令和３年度までの３か年平均でも、対

前年度比０.３ポイント上昇の５.４％となった。 
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□ 財政健全化判断比率の｢将来負担比率｣は、将来負担額より充当可能財源等が多

いため算定されない。参考値は、地方債残高の増などにより、前年度から６．５

ポイント上昇の△８６．４％となった。 

□ 新型コロナウイルス感染症対策事業として、２１億４千万円（うち市の一般財

源６億２千万円）の事業を実施した。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて減額した事業は、予算規

模で９千万円であった。 

新型コロナウイルス感染症対策事業の内容 

■ 市民生活への支援・事業者に対する支援 １８億６千万円 

(主な事業) 

・ 子育て世帯への臨時特別給付金 ６億３千万円 （３６頁） 

・ 水道料金の減免に対する補助 ３億６千万円 （３７頁） 

・ 住民税非課税世帯等への臨時特別給付金 ２億８千万円 （１９頁） 

・ ワンチーム商品券プラス事業 ２億５千万円 （６０頁） 

・ 山田錦等酒造好適米の生産者支援 ６千万円 （５４頁） 

・ 商店街ポイントシール事業補助金 ４千万円 （６０頁） 

・ 新生児への臨時特別給付金 ３千万円 （３５頁） 

・ 介護施設への陰圧装置導入を補助 ２千万円 （２１,３８頁） 

■ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策 ２億８千万円 

 (主な事業) 

・ 新型コロナウイルスワクチン接種事業 ２億６千万円 （４３頁） 

・ 児童福祉施設等の感染拡大防止対策 １千万円 （３３頁ほか） 

・ スクール・サポート・スタッフの配置 １千万円 （７６頁） 
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１　会計別決算の状況 （単位：円）

　※企業会計は、収益的収入及び支出額（消費税抜き）を計上しています。
【説明】

２　一般会計収支の推移状況
（単位：億円）

H28H27

264.3
258.0
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0.6
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0.670.72
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0.1
4.4

194.5
198.9

0.73
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1,332,638,883
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8,073,048,590

531,930,992

836,214,411

△ 41,709,876

0

70,000,000
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令和３年度　決算の概要

166,522,562

△ 120,113,410

4,030,436,508

企
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計

歳入決算額

1,527,358,499

1,768,026,204
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・一般会計について、歳入歳出差引額636,795,519円のうち、69,312,000円を繰越事業に伴う一般財源等
所要額に、290,000,000円を財政調整基金に繰り入れることから、純繰越額は、277,483,519円となりま
す。
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３　令和３年度　一般会計の歳入の状況
（単位：千円）

年　　度

市民税・固定資産税・都市計画税・軽自
動車税など

6,758,795 25.6% 6,864,374 △ 105,579
市民税（個人）45百万円、固定資産税84百万円
の減

国税の一定割合から、市の財政規模など
に応じて国から交付される。

4,385,144 16.6% 3,904,559 480,585 普通交付税の増

特定の事業を行うことで、事業費の一部
として国から支出される。

5,289,457 20.0% 7,331,663 △ 2,042,206
特別定額給付金給付事業費補助金4,038百万円の
減、公立学校施設整備費負担金1,082百万円の増

特定の事業を行うことで、事業費の一部
として県から支出される。

1,583,215 6.0% 1,542,052 41,163
子どものための教育・保育給付費県費負担金38
百万円の増

市の施設の利用料や公営住宅の家賃など 165,874 0.6% 156,929 8,945
子ども家庭センター・加東アート館に伴う庁舎
使用料の増

戸籍や住民票の証明手数料など 63,702 0.2% 62,331 1,371

市が所有している土地などの借地料や基
金などの運用によって生じる収入

56,901 0.2% 153,510 △ 96,609 土地売払収入の減

広告料やその他の収入 561,563 2.1% 505,257 56,306
兵庫県市町交通災害共済組合の解散に伴う分配
金の増

市の基金からの繰入金 10,514 0.0% 11,623 △ 1,109 果実運用型基金利子の減

市が事業を行うために必要な借入収入 4,117,000 15.6% 1,589,000 2,528,000
東条地域小中一貫校整備に係る学校教育施設等
整備事業債及び合併特例事業債の増

地方一般財源の不足に対処するため、投資的
経費以外の経費にも充てられる特例として発
行される地方債で、各自治体の基準財政需要
額を基本に発行可能額が算定される。

681,000 2.6% 602,000 79,000

地方譲与税、地方特例交付金、分担金及
び負担金、繰越金など

3,440,254 13.0% 2,845,833 594,421
寄附金（ふるさと納税）268百万円、地方消費税
交付金80百万円の増

26,432,419 100.0% 24,967,131 1,465,288

注）構成比率は、小数点第2位以下を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

令和３年度 主な増減理由構成比 令和２年度 増減

計

区　　分

市 税

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

うち
　臨時財政対策債

地 方 債

繰 入 金

財 産 収 入

諸 収 入

使 用 料

手 数 料
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４　市税の収入実績
（単位：百万円）

区 分 H18 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

市 民 税 （ 個 人 ） 1,497 1,796 1,788 1,767 1,813 1,837 1,875 1,865 1,904 1,916 1,871

市 民 税 （ 法 人 ） 730 529 531 565 496 528 530 727 500 473 478

固 定 資 産 税 4,226 3,685 3,676 3,898 3,615 3,655 3,810 3,783 3,841 3,829 3,745

軽 自 動 車 税 86 99 101 102 103 119 125 129 135 143 146

た ば こ 税 276 290 318 307 301 300 289 289 292 280 298

鉱 産 税 4 3 2 3 3 3 3 3 3 2 2
都 市 計 画 税 279 214 213 217 212 213 219 215 220 221 219

市 税 合 計 7,099 6,616 6,629 6,859 6,543 6,655 6,851 7,011 6,895 6,864 6,759
前 年 度 と の 比 較 218 △ 360 13 230 △ 316 112 196 160 △ 116 △ 31 △ 105
　注）上記の金額は、百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　注）構成比率は、小数点第2位以下を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　令和３年度の市税は、市税全体としては、対前年度比で105百万円の減となりました。税目別では、個人
市民税が対前年度比で45百万円の減、法人市民税が5百万円の増となり、市民税としては、対前年度比40百
万円の減となりました。固定資産税は、評価替えによる土地・家屋の減により、対前年度比で84百万円の減
となりました。

市民税（個人）

27.7%

市民税（法人）

7.1%固定資産税

55.4%

軽自動車税

2.2%

たばこ税

4.4%

鉱産税

0.0%
都市計画税

3.2%

市税の構成状況

1,497
1,872 1,928 1,878 1,731 1,704 1,796 1,788 1,767 1,813 1,837 1,875 1,865 1,904 1,916 1,871

730
759 716 495 715 721 529 531 565 496 528 530 727 500 473 478

4,226
4,024 4,040

3,920 3,919 3,952
3,685 3,676 3,898 3,615 3,655 3,810 3,783 3,841 3,829 3,745

86
100 104

127 125 101
99 101 102

103 119
125 129 135 143 146

276
275 274

254 260 301
290 318 307

301 300 289 289 292 280 298

4
4 3

2 4 3
3 2

3
3 3 3 3 3 2 2

279
290 289

283 280 192
214 213

217
212 213

219 215 220 221 219

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（百万円）
市民税（個人） 市民税（法人） 固定資産税 軽自動車税
たばこ税 鉱産税 都市計画税
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５　令和３年度　一般会計の歳出の状況
（単位：千円）

年　　度

市議会の運営や、議員の報酬などの費用 164,295 0.6% 160,439 3,856

自治体の組織運営、基金積立金、徴税等の
費用

2,602,885 10.1% 6,730,564 △ 4,127,679
特別定額給付金給付事業、公共施設整備基金積立金
の減

各種福祉事業や医療費助成などの費用 7,446,923 28.9% 6,500,153 946,770
子育て世帯への給付金給付事業、住民税非課税世帯
等に対する臨時特別給付金給付事業などの増

ごみ処理対策や市民の健康管理などの費用 2,008,491 7.8% 1,448,504 559,987
水道事業会計補助金、新型コロナウイルスワクチン
接種事業などの増

雇用対策や勤労者支援などの費用 39,457 0.2% 40,565 △ 1,108

農林水産業の支援や指導育成などの費用 672,666 2.6% 589,564 83,102 営農継続支援事業などの増

商工業の支援・育成や各種祭りの補助など
の費用

672,845 2.6% 1,010,163 △ 337,318
ワンチーム商品券事業、加東アート館整備事業など
の減

道路・公園等の整備などの費用 2,333,910 9.0% 1,927,972 405,938 滝野梶原線整備負担金（旧橋撤去）などの増

消防・救急活動や消防施設等の整備のため
の費用

844,897 3.3% 895,007 △ 50,110 旧加東消防署解体工事の減

学校の建設や生涯学習活動などの費用 6,692,771 25.9% 2,795,801 3,896,970
東条地域小中一貫校整備事業、社地域小中一貫校整
備事業などの増

災害によって生じた被害の復旧を行うため
の費用

24,555 0.1% 0 24,555 R3.9月豪雨による災害復旧事業の増

施設建設のために借り入れた市債の返済な
どの費用

2,291,928 8.9% 2,162,787 129,141 緊急防災・減災事業債などの元利償還金の増

25,795,623 100.0% 24,261,519 1,534,104

市職員の給与、退職金、議員や委員の報酬
などの経費

3,005,702 11.7% 2,975,148 30,554 パートタイム会計年度任用職員の増

高齢者・児童・生活困窮者などを援助する
ための経費

4,519,644 17.5% 3,594,439 925,205
子育て世帯への給付金給付事業、住民税非課税世帯
等に対する臨時特別給付金給付事業などの増

施設建設などのために借り入れた市債を返
済する経費

2,291,788 8.9% 2,162,647 129,141 緊急防災・減災事業債などの元利償還金の増

物品の購入や特定の事業を委託するための
経費

3,726,226 14.4% 3,397,056 329,170 ふるさと納税推進事業委託料などの増

市が管理する施設を維持するための経費 169,082 0.7% 164,144 4,938

各種団体への補助や火災保険料などの経費 3,836,218 14.9% 7,403,086 △ 3,566,868
特別定額給付金給付事業の減、水道事業会計補助金
の増

支出効果が施設等のストックとして後年度
に及ぶ性質の経費

6,403,462 24.8% 2,420,333 3,983,129
東条地域小中一貫校整備事業、社地域小中一貫校整
備事業、滝野梶原線整備負担金などの増

積立金、出資金、繰出金など 1,843,501 7.1% 2,144,666 △ 301,165 公共施設整備基金積立金の減

25,795,623 100.0% 24,261,519 1,534,104

注）構成比率は、小数点第2位以下を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

主な増減理由

そ の 他

計

性

質

別

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

令和３年度

目

的

別

計

公 債 費

災 害 復 旧 費

教 育 費

消 防 費

民 生 費

衛 生 費

増減

商 工 費

土 木 費

労 働 費

農林水産業費

議 会 費

総 務 費

区　　分
構成比 令和２年度
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６　令和３年度　主な財政指標等の状況
（単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減

形 式 収 支 歳入総額から歳出総額を差し引いた額で、形式的な収支。 636,796 705,612 △ 68,816

繰 り 越 す べ き 財 源 翌年度に繰り越した事業等の財源として、歳出予算から繰り越した金額。 69,312 87,392 △ 18,080

実 質 収 支 歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度繰り越し財源を差し引いた額で、実質的な収支。 567,484 618,220 △ 50,736

単 年 度 収 支
当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた額で、黒字であれば剰余が生じている
か、前年度までの赤字が解消していることになる。

△ 50,736 162,978 △ 213,714

実 質 単 年 度 収 支
単年度収支に実質的な黒字要素である積立金及び繰上償還金を加え、実質的な赤字要素である基金
取り崩し額を差し引いた額。

△ 42,643 175,372 △ 218,015

実質収支比率（％）
標準財政規模に対する実質収支額の割合で示される。実質収支が黒字の場合は正の数、赤字の場合
は負の数で表される。

4.5 5.1 △ 0.6

経常収支比率（％）
財政構造の弾力性を表す指標で、人件費、扶助費、公債費などのように毎年経常的に支出される経
費に、地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源がどの程度使われているか
を示したもの。

84.8 88.6 △ 3.8

減税補填債等除く 交付税措置不足分を補う臨時財政対策債を除いた比率 89.5 93.2 △ 3.7

地 方 債 現 在 高 当該地方公共団体が発行した地方債の年度末残高。 23,701,469 21,781,445 1,920,024

基 金 現 在 高 当該地方公共団体が積み立てた基金の年度末残高。 14,542,380 14,220,256 322,124

財政調整基金 地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設けられた基金。 6,347,541 6,029,448 318,093

　　　減債基金
地方債の償還及びその信用の保持のために設けられる基金で、後年度の地方債元利償還金に充当す
るために積み立てる。

767,029 766,237 792

　　　その他特目基金 財政調整基金、減債基金以外の基金。 7,427,810 7,424,571 3,239

財 政 力 指 数
当該地方公共団体の財政基盤の強さを表す指数で、この指数が高いほど自主財源の割合が高く、財
政力が強いことになる。

0.67 0.69 △ 0.02

標 準 財 政 規 模
当該地方公共団体の標準的な状態での一般財源の規模を表すもので、地方税、普通交付税などの
計。

12,644,029 12,043,003 601,026

実質公債費比率（％）
一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率を表すもので、公
債費の水準を測る指標。

5.4 5.1 0.3

将来負担比率（％） 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。 ―（△86.4） ―（△92.9） ―（6.5）

主 な 財 政 指 標 等
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７　主な財政指標等の推移状況

実質収支比率 経常収支比率

標準財政規模に対する実質収支額の割合で示され、実
質収支が黒字の場合は正の数、赤字の場合は負の数で
表されます。

自由に使えるお金のうち、人件費や生活保護費、借金
返済などの避けられない支出にどれだけ充てているか
を示します。値が低ければ、懐に余裕があり、独自の
政策のために使えるお金の割合が増えます。

市民１人当たりの基金残高 市民１人当たりの地方債残高
各年度末人口で計算（R3年度末：39,623人） 各年度末人口で計算（R3年度末：39,623人）

実質公債費比率 将来負担比率

自治体の収入に対する負債返済の割合を示します。3年
間の平均値を使用し、18%以上になると、新たな借金を
するために国や県の許可が必要となり、25%以上になる
と借金を制限されます。

公社や出資法人も含め、自治体が将来支払う可能性が
ある負債の一般会計に対する比率であり、350%以上に
なると早期健全化団体となります。

20.7%

19.4%

19.8%

19.2%

16.7%

14.5%

11.1%

8.9%

6.7%

5.9%

5.1%

4.7%

4.7%

4.7%

5.1%

5.4%

0%

5%

10%

15%

20%

H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2

109.6%

88.1%

64.6%

21.0%

-3.9% -28.8%

-45.7%

-67.4%

-78.3%

-95.5%

-85.8%

-84.5%

-83.0%

-92.9%

-86.4%

-120%

-60%

0%

60%

120%

H19 H21 H23 H25 H27 H29 R1 R3

130 
140 
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209 
243 
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329 

340 
356 360 
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372 
387 

100

150
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250

300
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H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2

（千円）

1,210 

1,166 
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1,052 

1,012 

973 

939 
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864 

831 

879 

800
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1,000

1,050

1,100

1,150

1,200
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H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2
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90.9%

95.1%

93.5%

90.8%

82.8%

82.9%

88.3%

82.9%
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84.6%

85.5%

87.6%

87.2%

88.9%
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84.8%
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85%
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95%
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4.9%

6.8%
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6.0% 6.0%

6.6%
6.9%
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3.8%
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0%
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6%

8%
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（単位：千円）

普通会計（臨時財政対
策債除く）

臨時財政対策債

下水道

水道

病院

（単位：億円）
年度

一般会計

診療所会計

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ会計

小計

下水道事業会計

水道事業会計

病院事業会計

小計

△ 3.9%

△ 168.0

R3

237.0217.8

217.8

109.0

2.9

△ 13.2

△ 3.7%

△ 154.3

222.4

222.4

118.9

1.8

111.1

14.2

4.3%

△ 153.8

R3年度末
現在高

23,701,469

14,591,460

9,110,009

9,822,741

857,765

348.1

237.0

98.2

8.6

4.3

H29 H30

合計

R1

3,436,000

681,000

4,965,100

169,000

594,400

431,221

34,813,196

84,700

R2

226.0

226.0190.1 218.7

0.8

292,550

1,248,507

29,185

218.7190.1

22,737

H26

189.1

3,541,633

169.7

190,442 1,438,949

4,707

3,881

H25 H27

33,389,729

194.2

H28

204.5

15.7

11.8

286.4

479.4

4.4

4.8

11.3

188.6

4.2

138.7

116.1

333.9

194.2

1.2

159.9

3.1

360.8

4.5

125.2

1.6

347.6

△ 137.9

2.3

4.3

145.3

364.0

2.9

0.8%

△ 2.2

204.5

128.5

2.0

4.3

134.8

△ 3.2

△ 0.9%

△ 141.1

△ 13.7

△ 131.6

178.6

370.3

△ 140.8

△ 7.0

△ 1.9%

170.4

3.7

4.5

△ 138.6

△ 0.6%

363.3

148.9

2.6

4.3

155.8

361.1

4.9

167.9

８　令和３年度末　地方債残高の状況

区　　分
R3年度R2年度末 R3年度償還額

△ 120.0△ 127.0

189.1

4.2

4.4

190.8

381.9

7.0

1.9%△ 2.3%

193.9

2.0

182.2

169.7

2.4

△ 11.6

△ 3.0%

加東市合計

９　地方債残高の推移

普通会計（一般会計）

元金

2,196,976

33,892

70,846413,486

3,834,159

借入額

4,117,000

770,373

内
訳

12,604,800 1,449,340

現在高

21,781,445

10,902,248

9,176,645

66,965

70,759

2,290,472

1,520,099

747,636

合併時からの地方債増減額

前年度からの増減率（％） △ 4.5%

△ 22.5

企
業
会
計

292,526

利子

93,496

会計名

普
通
会
計

前年度との増減比較

172.5

4.7

4.2

202.8

374.9加東市合計

△ 8.7

H24H18

介護ｻｰﾋﾞｽ会計
（H29～病院事業会計）

企
業
会
計

△ 22.5

258.9

188.6 188.0 172.8 169.8 168.9 166.5 169.7 189.1 190.1 194.2 204.5 218.7 226.0 222.4 217.8 237.0

4.4 4.1
3.9 3.5 3.2 2.8 2.4

2.0 1.6 1.2 0.8

258.9 248.0
243.4 229.6 216.1 204.1 193.9

182.2 170.4 159.9 148.9 138.7 128.5 118.9 109.0
98.2

15.7
12.7

9.6
6.4

5.8
5.3 4.7 4.2

3.7 3.1 2.6 2.3 2.0
1.7 2.9 8.6

11.8
10.1

8.8
7.4

6.1
4.9 4.2 4.4

4.5 4.9 4.4 4.2 4.3 4.5
4.1 4.3

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

現在高（億円） 普通会計 介護サービス 下水道 水道 病院

年度
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（単位：千円）

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

公共施設整備基金

国際交流基金

地域情報化基金

福祉基金

やしろ鴨川の郷基金

災害対策基金
地域振興基金

他会計特定目的基金

（単位：億円）
年度

2.6%
102.6

R2年度末
現在高

6,029,448

766,237

7,424,571

3,952,015

82,819

225,924

813,594

8,371

411,848
1,930,000

14,220,256

351,896

80,079
271,817

14,572,152

367,239

14,939,391

8.3%
73.5 91.9

基金残高の内訳

普通会計(一般会計)基金合計

国保財政調整基金
介護保険給付費準備基金

119.1

1.7
3.4

124.2

9.5

55.2

19,000

7.6

H24 H25 H26

85.9

66.6

135.4

3.8
3.4

142.6

6.0

4.4%
80.6

57.8

126.0

1.9
3.4

5.7%

131.3

60.9

130.4

2.8
3.4

136.6

5.37.1

55.7

52.0

7.5

51.2

110.7

1.0
3.0

114.7

8.3

7.8%
64.0

46.9

102.5

1.1
2.8

106.4

10.5

10.9%
0.9

51.6

1.8%

2.3

271

10,514

3.7

45.6

0.9

H18

378,000

27.1

3.6

14.9

土地開発基金を含む総合計

土地開発基金（土地除く）

23,305

56.3

利子

310,000

合併時からの積立金増減額
前年度からの増減率（％）

前年度との増減比較

基金名

財政調整基金

土地開発基金

加東市合計

特別会計基金合計

減債基金

普通会計合計

その他特目基金

245

23,034

3,635

53

6,661

22,638

396

151

60.6

11　基金残高の推移

10,514

48.1

7.5 7.6

10　令和３年度末　基金現在高の状況

普
通
会
計
（
一
般
会
計
）

全会計基金合計

特
別
会
計

1,853

剰余金 元金

378,000

310,000

68,000

49,000

R3年度中増減
取崩

H27

10,514

10,514

204

1,853

3

2,000

6,661
1,344

8,093

792

13,753

4.0%

367,510

15,330,182

71.2

136.7

3.7
3.6

144.0

△ 0.1

R3

63.4

7.7

74.3

145.4

4.2
3.7

153.3

3.9

R2

57.9

7.7

H29 R1H28

61.9

7.6 7.6

8,374

413,192
1,930,000

14,542,380

420,292

99,230
321,062

14,962,672

61.2

R3年度末
現在高

6,347,541

767,029

7,427,810

3,955,650

80,872

226,128

813,594

93.4

H30

61.0

7.6

68.2

136.8

3.9
3.4

144.1

1.5

1.1%
93.3 98.7

60.3

7.7

74.2

142.2

3.5
3.7

149.4

5.4

3.7%△ 0.1%

27.1 28.0 32.3 35.7 39.2 43.9 48.1 52.0 56.3 60.6 61.9 61.2 61.0 57.9 60.3 63.43.6 3.7
3.7 3.8

5.9
7.7 7.5 7.5

7.6
7.6 7.6 7.6 7.6 7.7 7.7 7.7

14.9 19.2
25.0

29.8
34.6

40.9
46.9

51.2
55.2

57.8 60.9 66.6 68.1 71.2 74.2 74.3

3.7
2.5

0.4
0.2

0.1

0.6
1.1

1.0
1.7

1.9
2.8

3.8 3.9 3.7
3.5 4.2

2.3 2.3
2.0

2.8
2.8

2.8
2.8

3.0
3.4

3.4
3.4

3.4 3.4 3.6
3.7 3.7

0.0

50.0

100.0

150.0

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

現在高（億円） 財政調整基金 減債基金 その他基金 特別会計基金合計 土地開発基金

年度
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□　健全化判断比率の公表等

比率悪化 さらに悪化

早期健全
化基準

財政再生
基準

加東市

経営健全
化

加東市

12　令和３年度　財政健全化判断比率等の概要

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

○地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）は、毎年度、以下の健全化判断比率及び資金不足比率を監査委
員の審査に付した上で、議会に報告し、公表することが、平成２０年度から義務づけられています。

健全化判断比率
財政の早期健全化 財政の再生
（早期健全化基準） (財政再生基準）

黄信号 赤信号

①実質赤字比率
自主的な改善努力
による財政健全化

国等の関与による
確実な再生

②連結実質赤字比率
③実質公債費比率
④将来負担比率

加東文化振興財団など

加

東

市

普通会計 一般会計

公
営
事
業
会
計

公営企業
会計等以
外の特別
会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険保険事業特別会計

公営企業
会計等

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

加東市が加入する一部事務組合

小野加東広域事務組合など

加東市が出資する公社・第３セクター

□　健全化判断比率・資金不足比率

健全化判断比率

①実質赤字比率

12.98% 20.00%
―

算定されない

　形式的には黒字であっても、翌年度の収入をその年度に繰り上げていた
り、その年度に支払うべきものを翌年度に繰り延べしているなどして実質的
には赤字の状態を実質赤字といいます。
　一般会計等における実質赤字が、財政規模に対してどれくらいの割合に
なっているかを示す比率です。

③実質公債費比率

25.0% 35.0% 5.4%

　道路建設などの資金として借りた地方債（自治体の借金）を償還するのが
公債費です。
　一般会計で負担する特別会計の公債費も含めた額が、財政規模に対してど
のくらいの割合になっているか示すのが実質公債費比率で、過去３年間の比
率の平均により算出します。

②連結実質赤字比率

17.98% 30.00%
―

算定されない

　一般会計等のほか、水道事業会計など市の全ての会計を合計した結果、実
質赤字が生じている状態が連結実質赤字です。
　財政規模に対する連結実質赤字の割合が連結実質赤字比率です。

　当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対す
る比率です。公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の
規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標ともいえま
す。

20.0%
―

算定されない

④将来負担比率

350.0%
―

算定されない

　加東市の会計で負担する公債費のほか、一部事務組合や市が出資する第３
セクターなどの負債のうち本市が将来的に負担すべき金額から、基金などの
貯蓄や歳入の見込まれる財源見込みを差し引いたものが、財政規模に対して
どれくらいの割合になっているのかを示すのが、将来負担率です。

資金不足比率

①
実
質
赤
字
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

④
将
来
負
担
比
率
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≪歳入≫

495,883 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他
社会保障
財源化分

その他

福祉タクシー 17,182 1,853 2,800 12,529

老人措置 13,567 1,631 2,100 9,836

緊急通報体制等整備 3,844 600 3,244

高齢期移行助成事業 3,778 1,034 500 2,244

障害者給付金給付事業 34,728 9,566 4,600 20,562

自立支援給付事業 627,992 474,809 28,000 125,183

地域生活支援事業 42,083 16,314 164 4,700 20,905

障害者（児）等支援事業 2,826 1,413 300 1,113

重度障害者医療費助成事業 43,849 19,953 4,400 19,496

高齢重度障害者医療費助成事業 30,622 12,458 3,300 14,864

重層的支援体制整備移行準備事業 15,111 10,930 800 3,381

児童福祉事業 54,071 19,090 253 6,200 28,528

乳幼児等医療費給付事業 100,907 33,885 12,200 54,822

こども医療費給付事業 46,986 9,228 188 6,900 30,670

障害児通所支援等給付事業 138,931 109,261 5,400 24,270

母子家庭等医療費給付事業 6,748 2,555 800 3,393

保育所運営事業 1,364,263 1,068,860 16,348 51,000 228,055

生活保護支給事業 248,529 221,185 5,000 22,344

小　　計 2,796,017 2,010,541 0 20,437 139,600 625,439

国民健康保険特別会計繰出金事業 328,856 167,293 29,500 132,063

介護保険保険事業特別会計繰出事業 561,232 28,304 97,300 435,628

後期高齢者医療事業 477,164 9,013 85,500 382,651

後期高齢者医療特別会計繰出事業 103,684 77,763 4,700 21,221

小　　計 1,470,936 273,360 0 9,013 217,000 971,563

病院事業会計補助及び出資事業 571,327 14,300 101,883 455,144

健康増進事業 41,209 4,280 2,307 6,300 28,322

後期高齢者医療健康診査事業 4,734 4,146 100 488

感染症予防事業 124,621 1,611 22,500 100,510

母子保健事業 47,976 2,245 8,400 37,331

未熟児養育医療事業 1,582 1,218 100 264

小　　計 791,449 23,654 0 6,453 139,283 622,059

5,058,402 2,307,555 0 35,903 495,883 2,219,061

※社会保障施策に要する経費：「社会福祉」（生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など）、
「社会保険」（国民健康保険、介護保険など）、「保健衛生」（医療、感染症その他疾病予防対策、健康増進対策など）

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　　　計

13　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

市町村交付金（社会保障財源化分）決算額

≪歳出≫

事　　　業 決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

- 13 -



【令和３年度都市計画税使途状況】
(単位：千円）

都市計画税 その他

街路整備 481,492 431,964 15,606 33,922

公園整備 0 0 0 0

下水道整備 0 0 0 0

地方債償還 180,086 0 56,745 123,341

下水道事業会計
地方債償還

463,746 0 146,125 317,621

その他事業 0 0 0 0

合　　計 1,125,324 431,964 218,476 474,884

31.5 %　        ※一般財源のうち都市計画税の割合

14　令和３年度　都市計画税の使途について

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う街路、公園整備等の都市計画事業や土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業などに要する費用に充てることを
目的とした地方税です。
　令和３年度の都市計画税（218,476千円）は、次のとおり都市計画事業費等（1,125,324千円）の財源として活用しました。

事　業　名 事業費
財源内訳

特定財源
一般財源

街路整備

7.1% 下水道整備

0.0%

地方債償還

26.0%

下水道事業会計

地方債償還

66.9%
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